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協働についてイメージができたところで、実際に協働事業に取り組んで

いくためにはどうしたらよいのでしょう。ここではその進め方について解

説します。 

１．協働プロセスのイメージは？                            

協働を進める過程は、「意見交換」、「企画立案」、「実

施」、「評価・見直し」の 4 つのステップに分かれます

（下図参照）。 

ここで、忘れてはいけないのが、協働の基本的原則

です（Ｐ.16～21 を参照）。これは、協働する上での前

提条件であり、常にお互いが意識しながら進めていき

ましょう。 

 
 
 

≪協働プロセスのイメージ≫ 

実践

編 

～実際に協働に取り組もう～ 
ここでは、実際に協働に取り組む際の実践的な手法を学びます。 

ここがポイント！ 
協働を実施している最中

で協働の基本的原則を確認

することは、振り返りのキ

ッカケにもなります。 

事業に行き詰まった場合

だけでなく、うまく進んで

いる場合にも必ず原則を確

認し合いましょう。 

STEP2
企
画
立
案

①協働すべき事業の検討

②協働形態の選択

③協働相手の選択

④協働の枠組み（事業内容）の協議

STEP3
実
施①協働事業の実施

STEP4
評
価
・
見
直
し

①協働事業の振り返り

②事業の見直し・改善

次の事業へ

フィードバック

協
働
の
基
本
的
原
則

STEP1
意
見
交
換

①ＮＰＯと行政の意見交換の場

常に確認



 

 

 

 

～～実際に協働に取り組もう～ 
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２．各ＳＴＥＰにおけるポイント ～実際に進めてみる～            

 
ＳＴＥＰ１ 意見交換 

 
  意見交換の場をつくろう   

協働を進めていくためには、両者の出会いの場が必

要です。ＮＰＯと対話をすることにより、市民のニー

ズや課題を把握することもできます。また、ワークシ

ョップ・意見交換会という機会を設け、より多くの人

に参加してもらうことも有効です。社会的課題・地域

課題をＮＰＯと行政が共通認識として持ち、それを解

決していくための意見交換を積極的に行いましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『行政との意見交換に積極的に参加しましょう』 

現場のニーズや抱える課題等を行政へ伝えるよい機会です。 

ただし、苦情や一方的な思いのみを伝えるのではなく、その課題を解決に近

づけるための提案や話し合いをしましょう。 

ＮＰＯの皆さんへ 

ここがポイント！ 
意見交換の場を設けるこ

とで、情報の共有化や相互

理解が深まり、考え方の共

通点や相違点が明確化し、

協働に対する意識醸成が進

みます。 

また、住民視点の提案が

受けられ、課題を共有する

ことで、効果的な協働事業

の企画立案の出発点となり

ます。 



 

 

 

 

～実際に協働に取り組もう～ 
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ＳＴＥＰ２ 企画立案 

 
 （１）協働すべき事業の検討をしよう   

１）協働に適した事業か 

新たに取り組む課題への対応や既存事業の実施に

ついて、協働に適した事業かどうかは、以下のチェッ

ク項目を検討してみましょう。 

その際には、行政のみの判断ではなく、ＳＴＥＰ１

（Ｐ.33）のＮＰＯとの意見交換の内容を踏まえて、

何のために協働するのか、成果目標は何か、役割分担

をどうするか、などを明確にしたうえで、判断するこ

とが重要です。 

 

≪協働の妥当性のチェック項目≫ 

項目 視点 

ニ ー ズ 

・協働によって、市民ニーズにあったサー

ビスが提供できるのか。 

・市民にとって本当に解決すべき課題か。 

主 体 

・目的の達成・解決のために誰が必要か。 

・関連分野で活動するＮＰＯはあるか。 

・ＮＰＯの特性を活かすことができるも

のか。 

事 業 効 率 性 

・協働により市民サービスの向上は見込

めるか。 

・協働により事業効率は向上するか。 

協働のメリット 

・協働により実施した場合のメリットは

大きいか。 

・協働でやることの「相乗効果」は見込め

るか。 

事 業 経 費 
・事業に係る経費は妥当か。 

・費用と効果のバランスが取れているか。 

 



 

 

 

 

～～実際に協働に取り組もう～ 
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２）協働になじみやすい取り組みとは？ 

ここでは、協働になじみやすい取り組みとして、5つの事例を取り上げて

紹介します。 

① 地域の実情を考慮する必要がある活動 

     ～あの地域は一人暮らしのお年寄りが特に多いまちだから…？～ 

≪概要≫ 

地域に密着した活動を行っているＮＰＯは多く、地域特性を熟知

しています。地域の実情に合ったきめ細かいサービスを検討すると

きは、ＮＰＯとの協働による効果が期待できます。 

≪事例≫ 

子育て支援、子どもの見守り、防犯防災活動、高齢者訪問や配食サービス、 

一人暮らし高齢者支援 

 

② 個別ニーズに合わせた柔軟かつ迅速な対応が求められる活動 
     ～一人ひとりの要求に合わせた対応は公平ではなく…～ 

≪概要≫ 

行政は、市民に対して公平・公正で安定したサービスを提供して

いく必要があり、特定の市民のニーズに対応していくことが困難な

場合も出てきます。そのため、支援を必要とする市民の多様なニー

ズに合わせ、きめ細かで迅速な対応を行う必要がある活動について

は、ＮＰＯの特性を活かすことができます。 

≪事例≫ 

子育て支援、不登校児への支援、一人暮らし高齢者支援、 

災害時のボランティアの派遣、若者の自立支援 



 

 

 

 

～実際に協働に取り組もう～ 
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③ 広く市民の参加や実践を求める必要がある活動 
     ～このテーマに関心の高い市民に広く呼びかけたい～ 

≪概要≫ 

特定のテーマに関心の高い市民等に広く参加をしてもらいたい

活動などは、行政だけではその呼びかけに限界が生じます。そのた

め、人的ネットワークが豊富であるＮＰＯと協働することで、広く

市民参画を促すことができます。 

≪事例≫ 

環境活動、まちの美化活動、ガイドボランティア育成 

 

④ ＮＰＯの専門性が発揮できる活動 
     ～あの団体のノウハウを事業に活かしたい～ 

≪概要≫ 

特定テーマについて継続的に活動しているＮＰＯは、多様なネッ

トワークや専門的・実践的な知識を有しています。このような専門

的知識の高いＮＰＯと企画立案段階から一緒に協働していくこと

で、より効果的な協働事業が期待できます。 

≪事例≫ 

障がい者支援、ＤＶ被害者支援、子どもの虐待防止、起業家教育 

 

⑤ 行政・企業に先駆けて行われている先進的な活動 
     ～行政にはこんな発想は出てこない…～ 

≪概要≫ 

ＮＰＯには、先進的な社会的課題にいち早く気付き、率先して取

り組んでいる団体もあります。行政や企業が新しい課題に取り組む

際には、このようなＮＰＯと協働することにより、ＮＰＯが蓄積し

てきたノウハウを活かすことができます。 

≪事例≫ 

ＤＶ被害者支援、児童虐待防止、不登校児への支援、若者の自立支援 
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 （２）協働形態を選択しよう   

・協働手法の種別 

協働を進めていくための事業手法は、いろいろあり、

気軽にできる協働もあります。 

各々の手法の効果や留意点を十分に検討したうえ

で、最適な手法を選択する必要があります。 

 

 

 

 ① 委託 

内
容 

行政が実施責任を負う事業をＮＰＯに依頼して実施す

る手法 

効
果 

・ＮＰＯのミッションに即した専門的な知識・技術に

基づく事業結果が期待できます。 

・ＮＰＯにとっては、事業を展開する機会が増え、経験

やノウハウを習得したり、団体の社会的信用を高めた

りすることが可能になります。 

・直接実施するよりもサービスの内容が充実･拡大でき

る場合があります。 

留
意
点 

・効率性やコスト削減を主たる目的とすると、ＮＰＯが

単なる下請けとなるおそれがあります。 

・協働としての効果が発揮されるように、協働の基本的

原則に基づいて、仕様書を作成する必要があります。 

・ＮＰＯの選定基準等を公開し、透明性を確保すること

が必要です。 

・ＮＰＯに丸投げしないように、相互が責任をもって進

めていくことが必要です。 

 

ここがポイント！ 
ここでいう委託は、仕様

書を行政側で作成し、「は

い、お願い」という従来か

らの方法ではありません。

あくまで協働のステップを

進める過程での委託です。 

事業の実施主体や責任は

行政にありますが、仕様書

作成段階からＮＰＯの意見

を聞き、現場のニーズを的

確に捉えることで、効果の

高い事業が期待できます。 

この委託を、通常の委託

と区別して、『協働委託』と

呼ぶ場合もあります。 

ここがポイント！ 
特定のＮＰＯのアイディ

アを聞いて仕様書を作って

も、その団体に委託できる

とは限らず、団体のノウハ

ウを奪うだけになるので

は、と疑問を持たれるかも

しれません。 

しかし、事業に必要なア

イディアだけであれば、そ

のＮＰＯの組織体制を踏ま

えた実行段階のノウハウに

はつながらず、これを奪う

ことにはなりません。 

ただし、団体の選定過程

等については公開される必

要があります。 



 

 

 

 

～実際に協働に取り組もう～ 
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  こんな取り組みやっています。 

『災害ボランティアコーディネーター養成講座』 

本市では、災害時におけるボランティアの受付・整理を行い、被災者とボランティ

アを結び付ける役割を担う「災害ボランティアコーディネーター養成講座」を、災害

救援分野で活動するＮＰＯへの委託により行っています。 

実施にあたっては、実際に災害現場へ行って支援活動に取り組んでいるＮＰＯの経

験やノウハウを活かすことができるよう、企画段階から協議をしながら進めています。 

さらに、講座の修了者が中心となって、

各区に災害ボランティア団体が結成さ

れており、講座の運営にも協力するなど、

協働の輪が広がっています。 

実際の災害時には、ＮＰＯやボランテ

ィアの方々と協力してボランティアセ

ンターを運営することになるため、講座

の実施等を通じてＮＰＯとの信頼関係

を築いていくことが大切です。 

  （所管：市民経済局地域振興課） 

 

 

 ② 指定管理 

内
容 

公共施設の管理に民間のノウハウを活用するという視

点から、ＮＰＯ等に施設の管理運営を委託する手法 

効
果 

・団体の専門性を活かしたサービスの実施が期待でき

ます 

・団体のノウハウによるきめ細かで質の高いサービス

の提供が期待できます。 

留
意
点 

・人件費の抑制などコスト削減の面のみを重視するこ

となく、専門性を有する団体を評価・選定すること

で、利用者の立場に立ったサービスが提供できるよ

う、評価・選定項目の検討には工夫が必要です。 

・短期間で指定管理者が交代した場合、ノウハウの蓄積

が進まないおそれがあります。 

・市民と直接接する機会が少なくなるため、積極的に情

報収集を行う等、市民のニーズの把握に努める必要が

あります。 

 

 



 

 

 

 

～～実際に協働に取り組もう～ 
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 ③ 補助・助成 

内
容 

ＮＰＯが主体的に取り組む活動のうち、行政がその公共

性を認めた活動に対して、資金支援を行うことで事業を

促進する手法 

効
果 

・一部経費を公金で支援することで、ＮＰＯの専門的な

知識や技術を活かしたサービス提供が可能です。 

・先進的な事業に対して行うことで、自由度の高い活動

を促進させ、より市民ニーズに対応したサービス提供

が可能になります。 

留
意
点 

・ＮＰＯが自主的に行う事業であることをよく理解し

ておくことが必要です。 

・特定の団体への継続的な支援は、その団体の自立性や

自主性を損なう恐れがありので、配慮が必要です。 

・協働における補助・助成なので、あくまでも地域や社

会の課題解決が目的であり、単なる団体支援ではない

ことを双方が認識しておくことが大事です。 

・成果を測る仕組みの工夫をしておくことも大事です。 

 

 

 こんな取り組みやっています。 

『リサイクルステーション』 

本市では、市民団体との協働事業として「リサイクルステーション活動団体への支

援」を実施しています。 

リサイクルステーションとは、市民団体がスーパー等の駐車場を利用して定期的に活

動を行う資源回収のことで、市民（資源の排出）、市民団体（会場の運営）、事業者（会

場の提供、回収した資源の処理）、行政（事業協力金の支給、広報）など、様々な主体

が協力して実施しています。 

この活動は、地域団体（町内会や学区など）が行う「集団資源回収」の補完的機能を

担うもので、集団資源回収が利用できない方など、不特定多数の市民に利用されており、

他都市には見られない本市独自の取り

組みとして広く定着しています。 

リサイクルステーションは、新たな

リサイクルシステムの構築とごみ減量

の促進を図るものであることから、本

市ではその支援策として、事業協力金

の支給及び、市ホームページでの開催

情報等の公開を実施しています。 

     （所管：環境局減量推進室） 



 

 

 

 

～実際に協働に取り組もう～ 
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 ④ アダプト制度 

内
容 

里親制度とも呼ばれ、道路・公園・河川等の公共の場所

を、市民やＮＰＯがわが子に見立てて清掃・美化活動を

行い、行政は市民団体やＮＰＯと役割分担について合意

書を取り交わし、清掃用具を提供したり、看板を掲出し

たりする手法 

効
果 

・地域住民やＮＰＯにとっても、地域に貢献しつつ、地

域の人たちとのコミュニケーションの広がりが期待

できます。 

・地域住民やＮＰＯが自ら管理することで、公共の場所

に愛着をもって接することが期待できます。 

留
意
点 

・基本的には、ボランティアによる活動のため、維持管

理に限界があります。 

・料金を管理するような施設については不向きです。 

 
 
 
 

 こんな取り組みやっています。 

『名古屋クリーンパートナー制度』 

本市では、アダプト制度を取り入れた協働事業として、平成 15 年 9 月から「名古

屋クリーンパートナー制度」を実施しています。 

この制度は、まちの美化を図るため、定期的に歩道等の空き缶やたばこの吸い殻など

のポイ捨て物の回収や啓発活動を行う市民・事業者のボランティア団体に対して、本市

が清掃道具の提供や回収されたポイ捨てごみの収集などを行うものです。 

この活動により、きれいで快適に暮らせる環境づくりの推進と、活動を目にする人に

対して、ポイ捨て防止意識を高めることを目的としています。 

対象となる団体は、環境美化を主な目的とする構成員 10 人以上のボランティア団体

で、美化推進重点区域または路上禁煙地区を含む区域の清掃活動を月１回以上、１回あ

たり 15 分以上実施できることが要件

となります。 

市民・事業者・市が協働することで、

美しいまちづくりにつながるほか、自

分たちの手で地域を美しくすることで、

地域への誇りと愛着が生まれるととも

に、環境美化への関心の環が周囲に広

がっています。 

       （所管：環境局作業課） 
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 ⑤ 事業共催 

内
容 

ＮＰＯと行政・企業が、共に主催者（実施主体）となっ

て、協力して事業を行う手法 

効
果 

・対等な関係で進めやすく、成果や経費の負担について

も柔軟に対応ができます。 

・それぞれが持っている情報やノウハウ、人的ネットワ

ークなどが十分に活用でき、効果的な事業の実施が期

待できます。 

留
意
点 

・双方が主催者であることを企画段階から確認しあ

い、役割分担や責任の範囲、経費の負担などについ

て、協定書などで明文化しておくことも大切です。 

・ＮＰＯと行政の双方は、それぞれの得意分野を担当

し、事業効果を高めるよう配慮することが必要です。 

・経費的・人的な面で役割分担が偏ったり、相手に対し

て依存的になったりしないよう配慮が必要です。 

「協働」には、他にも、「後援」や「事業協力（場所の提供等）」などが

あります。どの形態をとる場合でも、お互いの特性を活かし、話し合いを

重ねることで、相互の理解や協力を深めましょう。 

 

こんな取り組みやっています。 

『市民協働による森づくり』 

本市における市民主体の森づくりは、平成 10 年天白区の相生山緑地オアシスの森で

始まりました。市の森づくり事業の開園と同時に活動団体が誕生し、ここから市との協

働による市民参加の森づくりが市内各所に広がっていきました。 

その後、森づくり事業は、猪高緑地や荒池緑地と続き、かつての里山の再生をめざす

「なごや東山の森づくり」、植樹によりゼロから森づくりを始める「なごや西の森づく

り」や市民緑地である大将ヶ根緑地、八竜緑地など様々な形態で進められています。 

また平成 15 年 3 月には、それぞれの市民活動団体の自主性と行政の公益性を互いに

尊重しながら「身近な自然を守り育て

る」という共通の認識に立って、協働で

なごやの森づくり活動を進めていくため、

「なごやの森づくりパートナーシップ連

絡会」を設立しました。各団体が持つ課

題を共有化し、解決に向けて議論したり、

スキルアップのための交流をおこない、

各団体を活性化しようと活動しています。 

    （所管：緑政土木局緑地維持課） 
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 （３）協働相手をみつけよう   

１）協働相手の選定方法 

効果的な協働事業を実施していくためには、適切な協働相手を見つける

ことが重要なポイントとなります。また、協働相手を選ぶ際には、その選

定過程について、透明性が確保できるようにしましょう。 

 

① ＮＰＯの特性が十分活かせる仕様書を作成しよう 

事業を進めていくには、その内容を記した仕様書

の作成が不可欠になります。仕様書を作成する際に、

行政の視点だけで作成すると、行政がやりたいこと、

させたいことだけの内容になってしまいがちです。 

協働は仕様書の作成段階から既に始まっている

ので、その分野や行政課題について、どんなＮＰＯ

がどのような活動をしているかの情報を収集する

とともに、ＳＴＥＰ１（Ｐ.33～）からの経緯を踏

まえて、関連するＮＰＯの意見を積極的に取り入れ、

その特性が十分に発揮できるような内容にしまし

ょう。 

 

ここがポイント！ 
協働の基本的原則のうち、 

 ①目的・目標の共有 

 ②相互理解 

 ③対等の関係 

を特に意識して仕様書を

作成しましょう。 
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② 適切な事業費の積算の必要性を理解しよう 

ＮＰＯは、コンサルタント企業と同程度の高度な

専門性を必要とする事業や、施設管理のように長期

にわたる事業を実施することも珍しくありません。 

そのため、企業と同様に、ＮＰＯも組織として継

続的に活動するための適切な人件費単価や事業実

施に必要な経費、組織運営に必要不可欠な間接費を

計上していくことが必要です。 

 
ここに注意！ 

『フルコストって何？』 

愛知県においては、平成 19 年 10 月に、「行政からＮＰＯへの委託事業の積算に関

する提言」（ＮＰＯと行政の協働に関する実務者会議）で、『フルコストの回収』の観

点から適正な経費積算の必要性が述べられています。 

同提言では、以下の 3 点の提言がされています。 
 

＜①事業内容に見合った適正な人件費単価による積算＞ 

  団体が継続的かつ適正に事業を実施するためには、専門的な知識や技術を持ち、

活動するスタッフが必要です。ＮＰＯで働くから賃金水準が低い、というのは

間違いであり、企業等との公平性を考慮しながら、事業の内容に見合った適正

な人件費単価で積算することが必要です。 

＜②事業実施のための必要経費の積算＞ 

  以下のような、事業に直接必要となる経費についても不足している場合がしば

しば見受けられますが、このような作業及び経費を適正に見積もり、過不足な

く積算する必要があります。 

   ・企画や打ち合わせに関するコスト 

   ・ボランティア・コーディネートに要する人件費・交通費 

＜③団体継続に不可欠な間接経費の適切な（直接経費の 30％程度）計上＞ 

  ＮＰＯも組織として活動する以上、事務所の維持費や経理・総務スタッフの給

与など、間接業務に要するコストを回収する必要があります。この提言ではＮ

ＰＯが活動を安定的に維持できる金額として、直接費の 30％を計上する必要

がある、としています。この数字はまだ確定したものではありませんが、ひと

つの目安として、団体の運営状況等を十分に考慮したうえで積算をしましょう。 

ここがポイント！ 
ＮＰＯはその活動目的（ミ

ッション）の達成を優先する

あまり、適正な事業費を見積

もることなく、経費が不十分

でも受託する場合があり、そ

れが前例となって低い積算

が続いている傾向がありま

す。こうした傾向が続くと、

事業継続ができなくなり、そ

の結果、質の高いＮＰＯが育

たず、効果的な協働ができま

せん。 
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③ 事業の経緯・実施時期を考慮して選定方法や 

選定基準を設定しよう 

協働事業により社会的課題を効果的に解決して

いくためには、価格競争による入札方式よりも、協

働事業の内容について企画提案をして選定する、プ

ロポーザル方式※１やコンペ方式※２が最も適してい

ると言えます。ただし、業務の特殊性等から、事業

を履行できるＮＰＯ等が1団体しかない場合など特

別な理由がある場合は、その理由を明らかにしたう

えで、随意契約をする場合もあります。 

協働事業を始める時期や経緯等の状況にもより

ますが、原則、協働事業はプロポーザル方式やコン

ペ方式を採用するよう心がけてみましょう。 

                                                   
※１「事業者の能力」に主眼をおき、複数の事業者から提案と技術資料を徴し、「企画・提案能力のある

者」を選ぶ方式。 
※２「提案内容」に主眼をおき、複数の事業者から提案を募り、「優秀な提案」を選ぶ方式。 

ここがポイント！ 
プロポーザルやコンペは

手間がかかり、そんなに時間

をかけられないと思ってい

ませんか。 

しかし、受益者である市民

のために、少しでも質の高い

事業となるよう、担い手のＮ

ＰＯの持つ能力をできる限

り引き出す必要があること

からもプロポーザルやコン

ペは重要な手法です。 

これまでＮＰＯとの協働

の経験が少なかったのであ

れば、時間がかかって当たり

前と考え、普段からＮＰＯと

の意見交換を行う等、十分な

時間的余裕をみて、準備に取

り掛かりましょう。 
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④ 相手方となりうるＮＰＯの特性や事業遂行能力を 

把握しよう 

協働事業を進める上で、行政にとって大きな問題

（不安）となっていることの 1 つに、ＮＰＯの事業

遂行能力があげられます。期待しているような対応

ができるのか、資金管理はしっかりできるのか、報

告書の作成などはしっかりとできるのか、継続的に

サービスを提供できるのか、などということが不安

となって、協働が進まない現状があります。 

そのため以下のような基準を参考にＮＰＯの特

性や事業遂行能力を把握する必要があります。 

協働相手の特性・事業遂行能力を把握する基準の例 

活動理念 ・活動理念は協働事業の内容と合致しているか。 

活動実績 ・活動理念に基づいた活動ができているか。 

市 民 性
・市民に対して参加機会が提供されているか。 

・参加した市民をマネジメントできているか。 

事 務 局

体 制

・組織の意思決定は透明化されているか。 

・組織のチェック機能は整備されているか。 

・情報開示はできているか。 

・収入に多様性があり、資金面でのガバナンスは

できているか。 

・人材育成はできているか。 

・特定の団体や個人との過度なつながりはない

か。 

 

 

ＰＯＩＮＴ！ 

『エクセレントＮＰＯって何？』 

国内外の有力ＮＰＯ・ＮＧＯの代表などの実践者と専門家等による市民会議により、

望ましいＮＰＯの姿を示す『エクセレントＮＰＯ』の考え方が示されました。それに

よると、エクセレントＮＰＯとは、「自らの使命のもとに、社会の課題に挑み、広く市

民の参加を得て、課題の解決に向けて成果を出している。そのために必要な責任ある

活動母体として一定の組織的安定性と刷新性を維持していること」となっています。 

ここがポイント！ 
選定基準や選定過程を公

表しておくことで、審査の公

平性が保たれ、市民に対する

選定結果の合理的説明もし

やすくなります。 

ここがポイント！ 
法人格のないＮＰＯと協

働を進める際には、特に大き

な不安がつきものです。 

その場合には、組織内にお

ける代表者や担当者がきち

んと明確になっており、事業

の責任を持てる体制になっ

ているかを中心に、しっかり

事業遂行能力を把握するよ

うに心がけましょう。 
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⑤ 実績のあるＮＰＯばかりではなく、事業の見直し 

とともに幅広い広報を行おう 

協働事業を進めていくと、ついつい実績のあるＮ

ＰＯを頼りがちになり、その結果、特定の団体ばか

りを選定する可能性があります。ＮＰＯを育成する

という観点からも、そのような事態は避けるべきで

す。 

そのため、協働相手の選定に際しては、日頃から

どんな団体が活動しているのかの情報収集に努め

（情報源については、Ｐ.47 を参照）、行政からも積

極的に情報発信したうえで、十分な募集期間を設け

る等、幅広い参加機会を提供しましょう。また、こ

れまでの事業の効果を検討し、より多くのＮＰＯが

参加できるように事業の見直しを実施することも

重要です。 

選定過程においても、事業遂行能力と企画提案能

力といった2つの能力をバランスよく評価するよう

に心がけましょう。 
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２）協働相手がみつからない場合は・・・ 

適切な協働相手がなかなか見つからない場合には、

下記のような情報源も積極的に活用してみましょう。 

 

 
 

 

・なごやボランティア・ＮＰＯセンターを利用する 

センターには、主に市内で活動しているＮＰＯに関する様々な情

報がありますので、ぜひご利用ください。 

    （平成 22 年 12 月末現在ＨＰ登録団体数：649 団体） 

所 在 地：中区栄一丁目 23－13 伏見ライフプラザ 12 階 

電話番号：０５２－２２２－５７８１ 

Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.n-vnpo.city.nagoya.jp/ 
 

・各団体のホームページ、パンフレット等から情報を得る 

ホームページ上で団体紹介の掲載や、冊子・チラシ等のパンフレ

ットを作成している団体もあります。 
 

・協働事業を実施している局室区の情報を得る 

市民経済局地域振興課にて、本市における協働事業実績情報を提

供します。 
 

・社会福祉協議会ボランティアセンターを利用する 

市及び各区のボランティアセンターに登録団体情報があります。 

（社会福祉法人名古屋市社会福祉協議会） 

所 在 地：北区清水四丁目 17－1 名古屋市総合社会福祉会館 5階 

電話番号：０５２－９１１－３１８０ 

Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.nagoya-shakyo.jp/ 

ここがポイント！ 
ＮＰＯとの意見交換の場

を設定したり、ＮＰＯからの

提案を公募したりすること

も有効です。これらは、ＮＰ

Ｏのアイディアを活用する

とともに、市民が考える課題

やニーズを把握するきっか

けにもなる可能性がありま

す。 
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 （４）事業内容を協議しよう   

事業実施に向けて、事業内容の詳細を相手方のＮＰ

Ｏと議論し、役割分担や責任の所在等、取組内容を確

認しましょう。 

① お互いの資源の認識と情報の共有 

双方が持っている人的・物的資源などについて

確認し、それぞれの特性が活かせる取り組みになっ

ているか、確認しましょう。 

 

② 課題・目的・成果目標の確認、再検討 

事業で解決すべき課題や、到達すべき目的、成果

が明確にされているかどうかを確認しましょう。 

 

③ 役割・責任分担の明確化 

事業の内容はもちろんのこと、トラブル時の対応

やリスク管理についても役割と責任分担が明確に

なっているか確認しましょう。 

 

④ 経費負担の明確化 

どの経費をどちらがどこまで負担するのか、また、

資金の運用や管理の方法が明確になっているか、確

認しましょう。 

 

⑤ 協働事業の合意 

上記の内容を双方で確認、合意した上で、契約・

協定を締結します。協議により確認、合意した内容

については、いつでも確認できるように文書化して

おきましょう。 

ここがポイント！ 
中間点や事業終了時

点で点検、振り返りがで

きるように、各時点での

点検項目も確認しまし

ょう。 

ここがポイント！ 
補助金などの場合、交

付申請書や交付決定書が

必要であることはもちろ

んですが、後々のトラブ

ルを防ぐため、予算の執

行を伴わない事業協力等

についても、スケジュー

ルや役割分担、責任の所

在等の重要事項は、協議

によって確定した内容を

しっかり文書化しておき

ましょう。 
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ＳＴＥＰ３ 実施 

 

事業の実施段階では、協働相手とのコミュニケーションを密に取りなが

ら、段階ごとに目標を設定し、常に協働の基本的原則（Ｐ.16～Ｐ.21 を参

照）を意識しながら進めましょう。 

 
 （１）協働相手とのコミュニケーション・現場理解   

事業が始まったら、ＮＰＯに任せっきりにせずに、

現場にも足を運ぶ等、事業の進捗状況を共有していく

ことが重要です。また、事業の途中であっても、改善

や見直した方が良い内容が見つかった場合は、ＮＰＯ

と協議し対策を練ることが必要です。 

ＮＰＯと行政の双方が一緒に振り返ることで、コミ

ュニケーションが深まり、相互理解が進みます。 

 
 
 

 （２）中間評価   

事前に中間目標等を設定し、定期的にＮＰＯと行政

双方が事業及び協働に関する中間評価を行い、意見を

交換するようにしましょう。 

評価を行い、改善点の抽出や見直しを図ることで、

その後の事業の取り組みがより円滑になります。 

ここがポイント！ 
長期にわたる事業で

は、常に目的や目標を

確認し、事業の軸がぶ

れないように気をつけ

ましょう。 

ここがポイント！ 
ＮＰＯからの報告・

連絡だけでなく、行政

からの報告・連絡も忘

れずに行いましょう。 
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ＳＴＥＰ４ 評価・見直し 

 

  事業の評価・協働の評価を行おう   

協働事業を実施したら、事業の達成状況や協働のプロセスを振り返り、

次の協働事業へフィードバックすることが重要です。 

また、協働事業を評価することは、市民への説明責任を果たし、事業の

透明性を確保することにもつながります。 

 

１）事業・協働の評価方法 ～誰が・何を評価する？～ 

＜誰が評価するの？＞ 

協働事業の評価は、ＮＰＯと行政の双方が行うこと

により、意識の違いなどが明らかになり、次の事業の

見直しにつながります。 

＜何を評価するの？＞ 

評価する内容としては、目的･目標が達成できたか

どうか、役割や責任の分担は妥当であったか、協働方

法は適切であったかなどの観点から、実施結果を評

価･点検しましょう。 

評価項目の例 

事業目的
・目的に沿った事業が実施できたかどうか。 

・サービス充実（課題解決）へ貢献できたか。 

事業成果 ・設定した目標、成果は達成できたかどうか。 

協働手法 ・協働手法は事業にあった手法だったか。 

基 本 的

原 則

・協働の意義や目標を双方が共有できたか。 

・コミュニケーションを密にして、相互理解を進

め、信頼関係が構築できたか。 

・役割や責任の分担は明確であったか。 

・双方が対等なパートナーとして実施できたか。 

・情報公開など、事業の透明性を確保できたか。 

相乗効果 ・単独で行う場合よりも事業効果はあったか。 

課 題 ・協働して感じた課題・問題点は何か。 

ここがポイント！ 
協働の過程やプロセ

ス等のみを重要な問題

としてとらえるのでは

なく、そもそも協働が必

要になった背景にあっ

た課題が解決に至った

のかということを重点

的に振り返ることが大

切です。 
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２）振り返りシートの作成・事業の見直し 

協働がうまくいっても、本来の目的である社会的課

題や地域課題の解決がうまくいかなければ、その事業

は成功したとは言えません。 

振り返りシートを活用し、協働を必要とした背景に

立ち返って、課題の克服につながったのか、協働によ

って得られた効果は何だったのか等について、ＮＰＯ

と行政の双方で課題を共有し、改善点を確認すること

で事業の見直しを行いましょう。 

また、意見交換会や反省会等の機会を設けて、ＮＰ

Ｏと行政の評価結果に差があるところや評価が低か

ったところなどについて、差異の要因や評価の理由な

ども分析してみましょう。 

次の事業の手法・内容を検討する際や、事務の引き

継ぎの資料としても活用することができ、効果的に次

のステップへつなげることができます。 

 

３）公表・情報公開 
振り返った結果については、市民に広く公開しまし

ょう。評価結果を市民に公表することで、市民に対す

る説明責任を果たすとともに、ＮＰＯの社会的認知度

向上の効果も期待できます。 

 

ここがポイント！ 
振り返りシートの作

成にあまり手間がかか

っても、負担となって長

続きしません。 

Ｐ.52・53 のシート

を基本として、事業の特

性によって、項目の追

加・抜粋や、自由記述欄

への記載を行い、個々の

事業に合った振り返り

を行いましょう。 

ここがポイント！ 
事業を始める前に、Ｎ

ＰＯと行政の双方で、そ

の事業の目的や成果目

標等を確認し、振り返り

シートに記載しておき

ましょう。 

目的・目標を事前に

しっかりと確認・共有

することによって、より

効果的な事業の実施が

期待できます。 
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記入日 （事業開始前） 　平成　　年　　月　　日 （事業終了後） 平成　　年　　月　　日

記入者 （所属又は団体）

（氏名）

＜ＮＰＯと行政が認識を共有するため、事業開始前に一緒に記載しましょう＞
１．事業概要

＜事業終了後に、ＮＰＯと行政がそれぞれ記載しましょう＞

２．協働する目的・目標の成果と振り返り

平均

　オ.協働の手法は適切でしたか。

※達成できなかった理由や改善点、また特に良かった点

（ＮＰＯ）
（行政）

平成　　　年　　　月～平成　　　年　　　月

評価（点数）チェック項目

ＮＰＯと行政の
役割分担

（ＮＰＯ）
（行政）

　エ.単独で行う場合よりも事業効果はあったと思いますか。

成
　
果
　
と
　
振
　
り
　
返
　
り

①事業の目的・目標の成果

　ア.目的に沿った事業の展開ができましたか。

　イ.設定した目標や成果の達成はできましたか。

②協働で事業を行ったことによる成果

　ア.課題解決やサービスの充実につながりましたか。

　イ.市民参加の促進や市民の関心の向上、意識変革につながりましたか。

　ウ.利用者の立場に立ったサービスの提供ができましたか。

　　　利用者（参加者）の主な意見（記述）

事業名

実施内容

実施団体
・所属名

実施期間

事業目的
（何のために

協働するのか）

成果目標
（具体的に設定

してみましょう）

＜評価（点数）の基準＞

５：十分できた ４：できた ３：どちらともいえない ２：あまりできなかった １：全くできなかった ０：該当なし

※空欄の部分を利用して、事業独自のチェック項目を設定してみましょう

～協働振り返りシート～

Ａ
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３．協働の基本的原則

平均

※達成できなかった理由や改善点、また特に良かった点

＜評価が終わったら、ＮＰＯと行政の話し合いの場を設け、内容を共有してみましょう。＞

４．総合評価（各評価の平均を記載）

⑩公の資金を使う場合の自覚と責任　（ＮＰＯの姿勢：行政も評価してください）

　ア.税金を使っているという自覚を持って、事業に取り組むことができていましたか。

　ア.守秘義務の重要性を理解し、実践できていましたか。

　ア.事業に関する情報（選定基準等を含む）をできるだけ公開するよう努めましたか。

　イ.個人情報の保護等に十分配慮し、適切に公開は行われましたか。

⑦組織横断的な連絡調整　（行政の姿勢：ＮＰＯも評価してください）

　ア.ＮＰＯの組織の特性に配慮して、協働できていましたか。

⑨守秘義務　（ＮＰＯの姿勢：行政も評価してください）

　　 対応できましたか。また、仕様の変更の場合には文書等で確認をしましたか。

チェック項目

⑤対等の関係

　ア.相互の自主性や自立性を尊重して事業に取り組みましたか。

　ア.必要に応じて話し合いの場を設けるなど、協働の相手方を理解しようと努めましたか。

　イ.相手方の立場や特性を認識し、信頼関係を構築することができましたか。

　イ.事業計画時に、ＮＰＯ・行政の双方の役割や責任分担を明確にし、その内容に

③目的・目標の共有

ＮＰＯと行政の評価の差異とその理由

今後の事業における課題や改善点

基
　
本
　
的
　
原
　
則

　ア.ＮＰＯ・行政の話し合いの場において、双方が課題を認識し、協働の必要性に

⑥透明性の確保

　ア.行政間の連絡調整に努め、課題に対応できていましたか。

⑧ＮＰＯに対する適切な理解と配慮　（行政の姿勢：ＮＰＯも評価してください）

　ウ.事業の進捗状況や課題への対処の状況を確認・共有できましたか。

④相互理解

　　 基づいて事業に取り組みましたか。

　　ついて考えましたか。

　イ.事業計画時に、文章化・数値化等によって、ＮＰＯ・行政の双方が目的・目標、

　　 スケジュールを共有できましたか。

評価（点数）

　エ.トラブルや変更があった場合には、お互いの立場を理解したうえで、柔軟に

　ウ.ＮＰＯ・行政双方の特性を事業に活かすことができましたか。

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

１
２

３
４

５

Ａ：目的・成果

Ｂ：目的・目標

の共有

Ｃ：相互理解Ｄ：対等の関係

Ｅ：透明性

の確保

Ｆ：行政の姿勢

ＮＰＯの姿勢

Ｆ


